
















要   約:母子保健事業の市町村移譲に伴う問題は、岐阜県の場合市町村の規模というより

地域における保健医療施設のマンパワーなどの社会的資源に依存していることが多いこと

が、平成 6年度の研究で明らかにされた。

  このため平成 7年度は問題の検討の場として、県本庁および保健所に協議会を設置し、

問題や課題をより具体的にしながら、平成 8年度に予定をしている市町村毎、管轄保健所

毎の母子保健計画の策定を指導し、円滑に事業の移譲が行われるべく検討を行っている。


